
 

 
 
 
 
 

 
                           令 和 ５ 年 ７ 月 3 1 日 

情報通信行政・郵政行政審議会
電 気 通 信 事 業 部 会 

 

電気通信事業法第 27条の３の規定の適用を受ける電気通信事業者の指定に関する 
意見募集の結果及び情報通信行政・郵政行政審議会からの答申 

総務省は、本日、情報通信行政・郵政行政審議会（会長：相田 仁 東京大学名誉教授）か

ら、「電気通信事業法第 27 条の３の規定の適用を受ける電気通信事業者の指定」（令和５年５月

26 日付け諮問第 3169 号）について、令和５年６月１日（木）から同年７月３日（月）までの

間に同審議会において実施した意見募集の結果等を踏まえ、答申を受けました。 

総務省では、本答申等を踏まえ、告示の制定を速やかに行う予定です。 

 
１．概要 

モバイル市場における通信料金と端末代金の完全分離や行き過ぎた囲い込みの禁止を内容と

する電気通信事業法（昭和 59年法律第 86号）第 27条の３の規定の適用を受ける事業者につい

て、直近の役務の提供状況等を基に見直しを行った結果を踏まえ、対象事業者を改めて指定す

るための告示を定めるものです。 

詳細は、別紙１のとおりです。 

 

２．答申内容 

情報通信行政・郵政行政審議会において実施した意見募集に対する提出意見及び意見に対す

る同審議会の考え方を含む答申内容については、別紙２のとおりです。 

 

３．今後の予定 

総務省は、本意見募集の結果、本答申等を踏まえ、速やかに告示の制定を行う予定です。 

 

４．資料の入手方法 

別紙２の別添については、電子政府の総合窓口[e-Gov]（https://www.e-gov.go.jp）の「パ
ブリックコメント」欄に掲載します。 

 

＜関係報道資料＞ 

○電気通信事業法第 27 条の３の規定の適用を受ける電気通信事業者の指定に関する告示案

に対する意見募集（令和５年５月 31日） 

URL：https://www.soumu.go.jp/menu news/s-news/01kiban03 02000870.html 

 

 

 
 

【連絡先】 

（諮問内容等について） 

連絡先：総合通信基盤局電気通信事業部料金サービス課 

担 当：古田課長補佐、小川係長、岡島官 

電 話：03-5253-5845（直通） 

 

（情報通信行政・郵政行政審議会について） 

連絡先：情報流通行政局総務課 

担 当：坂平課長補佐、望木係長 

電 話：03-5253-5694（直通） 


